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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　管（１０）に対して締付け力を及ぼすための少なくとも１個の圧力要素（３）を備えて
前記管（１０）と連結するための連結装置であって、前記連結装置が、一方の側で支持要
素（９）と前記セグメント化された圧力要素（３）の間に、及び他方の側で前記管（１０
）と前記セグメント化された圧力要素（３）の間に少なくとも部分的に配置される、密封
要素として実施された、少なくとも１個の密封機構（１２）を備え、前記管（１０）から
離れて外側を向いている側で、前記少なくとも１個の圧力要素（３）が、前記管から離れ
る半径方向で互いに向かって近づく面を備え、さらに、前記管（１０）に対して前記締付
け力を与えるために前記少なくとも１個の圧力要素（３）の前記面に対して直接的又は間
接的に配置され、互いに連結された支持要素（９、１１）を備え、前記少なくとも１個の
圧力要素（３）が、セグメントとして実現され、このため少なくとも第１の圧力要素セグ
メント（５）と第２の圧力要素セグメント（４）とを有し、前記第１の圧力要素セグメン
ト（５）が前記管（１０）に対して近くに配置され、前記第２の圧力要素セグメント（４
）が前記管（１０）に対して遠くに配置され、前記第１と前記第２の圧力要素セグメント
（４、５）が、前記管（１０）の長手方向軸（１４）に対して所定の傾斜で互いに当接し
て協働するように配置される接触面（７）を備えた連結装置において、前記接触面（７）
の前記傾斜が、前記管（１０）に管の長手方向（Ａ）の引張り力がある間、前記第１の圧
力要素セグメント（５）が前記管をより強固に締め付け、かつ管（１０）に管の長手方向
（Ａ）の引張り力がある間、前記第２の圧力要素セグメント（４）が前記第２の圧力要素
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セグメントに前記支持要素（９、１１）に増加した力を与えていることを特徴とする連結
装置。
【請求項２】
　第３の圧力要素セグメント（６）が、支持要素（９）が配置されている第１の側面に設
けられ、前記第１の側面の反対側の第２の側面には、前記第１の圧力要素セグメント（５
）と前記第２の圧力要素セグメント（４）の両方が設けられることを特徴とする請求項１
項に記載の連結装置。
【請求項３】
　前記ゴム製密封要素（１２）が、一方の側で支持要素（９）と前記第３の圧力要素セグ
メント（６）の間に、及び他方の側で前記管（１０）と前記第３の圧力要素セグメント（
６）の間に少なくとも部分的に配置されることを特徴とする請求項２に記載の連結装置。
【請求項４】
　前記管（１０）が引張り力を受けているとき、前記第２の圧力要素セグメント（４）が
前記第３の圧力要素セグメント（６）に対して増加した力を及ぼすことを特徴とする請求
項２又は３に記載の連結装置。
【請求項５】
　前記第１の圧力要素セグメント（５）が、前記第２の圧力要素セグメント（４）の移動
を制限する突起（１５）を備えることを特徴とする請求項２乃至４項のいずれか一項に記
載の連結装置。
【請求項６】
　前記第１の圧力要素セグメント（５）が、前記管（１０）を向いている面に摩擦増加面
（１３）を備えることを特徴とする請求項１乃至５のいずれか一項に記載の連結装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、管に対して締付け力を及ぼすための少なくとも１個の圧力要素を備える管用
の連結装置に関し、この連結装置は少なくとも１個の密封機構を備え、管から離れて外側
を向いている面では、前記少なくとも１個の圧力要素は、管から離れる半径方向の配向で
お互いに向かって近づく面を備えて実装され、さらに、お互いに連結され、管に対して締
付け力を与えるために少なくとも１個の圧力要素の前記面に対して直接的又は間接的に配
置される支持要素を備える。
【背景技術】
【０００２】
　通例、前記支持要素は支持壁として実装される。しかしながら、線接触をもたらす支持
縁部を有する一実施形態も有用である。説明の目的で、これら支持要素は、以降支持壁と
して実装されるものとする。圧力要素の近づく面は、平ら、凹状又は凸状であってよい。
【０００３】
　前文による連結装置は、「Ｐａｔｅｎｔ　Ａｂｓｔｒａｃｔｓ　ｏｆ　Ｊａｐａｎ　ｖ
ｏｌｕｍｅ　１９９８、ｎｏ．１４」及び特開平１０－２５９８９０号のそれぞれならび
に欧州特許出願公開第０７９４３７８号明細書から知られている。
【０００４】
　特開平１０－２５９８９０号では、密封リングが１個構成の圧力リングに対し直接配置
されて用いられ、この圧力リングは、お互いに向かって半径方向の配向で近づく面を有す
る。
【０００５】
　欧州特許出願公開第０７９４３７８号から知られる連結装置では、ゴム製要素の形で密
封機構が、一方の側で圧力要素の間に設けられ、他方の側で締め付けるために支持壁と管
の間に設けられる。さらに、従来技術の連結装置の圧力要素は管に面する側面に摩擦増加
面を備える。
【０００６】
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　管と従来技術の連結装置の間の連結が引張り力を受けるとき、支持要素がある傾斜で配
置され、この結果、それが圧力要素の側面で過度の応力を受けていることが、管に対する
圧力要素によって及ぼされる増加した締付け力によって密封機構に前記管に対する密封作
用を改善させる。しかしながら、欠点は、圧力要素と、より低い圧力を支える支持要素と
の間にあり、余分な圧力を支える支持要素の反対側に配置される密封機構の密封作用が悪
化することである。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題と課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の目的は、この問題が回避され、以下で説明する利点が得られることができる連
結装置を提供することである。
【０００８】
　別の目的は、本発明が様々なデザインや実施形態の連結装置に適用できることである。
例えば、連結装置の中に用いられる少なくとも１個の圧力要素は、管の周りに配置される
１個構成のリングである。この目的のための構造は、例えば、米国特許第４８８６３０４
号明細書から知られている。
【０００９】
　しかしながら、例えば、国際公開第９０／０７６７１号や欧州特許第０６９０２５６号
明細書から知られるような管の周りにリングをともに形成する複数の圧力要素を用いるこ
とが可能である。
【００１０】
　もちろん、別の可能性は、欧州特許出願公開第０７９４３７８号明細書から知られる圧
力要素を用いることであり、この圧力要素の特別な構造は、既に実際に従うよう示されて
いる。
【００１１】
　請求項１の前文による連結装置はＷＯ９０／０７６７１から知られている。
【００１２】
　ＷＯ９０／０７６７１による連結装置は、第１の圧力要素セグメントと第２の圧力要素
セグメントを有し、第１の圧力要素セグメントが管に対して近くに配置され、第２の圧力
要素セグメントが管に対して遠くに配置され、第１及び第２の圧力要素セグメントが、管
の長手方向軸に対して所定の傾斜で互いに当接し協働するように配置される接触面を備え
、かつ、密封機構が、製密封要素として実現され、それが、一方の側で支持要素とセグメ
ント化された圧力要素の間に、及び他方の側で管とセグメント化された圧力要素との間に
少なくとも部分的に配置されている。
【００１３】
　本発明による連結装置は、接触面の傾斜が、連結器と管の間の引張り力がある間、第１
の圧力要素セグメントが管をよりしっかりと締め付け、さらに、連結器と管の間の引張り
力が第２の圧力要素セグメントに支持要素に対する増加した力を与えるようになされてい
る接触面を備えている。
【００１４】
　この本発明による連結装置のこの構造は、連結器と管の間の引張り力がある間、密封機
構がすべての点で密封作用を改善することを可能にする。
【００１５】
　本発明による連結装置の特別の実施態様は、第３の圧力要素セグメントが、その第１の
側面に支持要素が接するように設けられ、前記第１の側面の反対側の第２の側面には、第
１の圧力要素セグメントと第２の圧力要素セグメントの両方が配置されることを特徴とす
る。これにより、本発明による連結装置の上述の基本的な実施態様のための有用な代替を
提供することができる。
【００１６】
　この管が引張り力を受けているとき、第２の圧力要素セグメントが第３の圧力要素セグ



(4) JP 4979141 B2 2012.7.18

10

20

30

40

50

メントに対して増加した力を及ぼすことが望ましい。
【００１７】
　密封要素に関しては、これが、一方の側で支持要素と第３の圧力要素セグメントの間に
、及び他方の側で管と第３の圧力要素セグメントの間に少なくとも部分的に配置されるこ
とが望ましい。
【００１８】
　本発明による連結装置のすべての可能性のある実施態様では、第１の圧力要素セグメン
トが第２の圧力要素セグメントの移動を制限する突起を有することが望ましい。
【００１９】
　この突起は、協働する支持壁が少なくとも１個の圧力要素に対して及ぼす力を増加させ
るために特に有用である。別個の圧力要素セグメントの接触面の傾斜により、この突起が
ないことは、これら圧力要素セグメントの相互配置が保証されることができないことを意
味する。
【００２０】
　本発明による連結装置の有効性のさらなる改善のためには、第１の圧力要素セグメント
が管に面する側で摩擦増加面を備えることがさらに望ましい。
【００２１】
【発明を実施するための最良の形態】
　以降、本発明による連結装置のいくつかの例示の実施形態によって、また図面を参照し
て、特許請求の範囲を限定することなく本発明をさらに説明する。
　図中の同一の参照符号は同様の部品を指す。
【００２２】
　ここで図１及び図２の両方を参照して、本発明による連結装置の第１の一般的な実施形
態を説明する。
【００２３】
　連結装置は、管１０への挿入端部２を有するスリーブ部１と、管１０に対して締付け力
を及ぼすための少なくとも１個の圧力要素３とを備える。圧力要素３は、密封機構１２、
通例ゴムから作製される要素と協働し、管１０の周りの密封を実現する。
【００２４】
　管から離れるように向いている側では、少なくとも１個の圧力要素３が、半径方向で互
いに近づく面をさらに備え、それらの面の配向は支持壁９、１１の配向に対応する。圧力
要素３の近づく面は、平ら、凹状又は凸状であってよい。
【００２５】
　上述の支持壁９、１１は、ボルトとナット要素８を用いて相互に連結され、このボルト
とナット要素８が締め付けられることで、支持壁９、１１が管１０の上で少なくとも１個
の圧力要素３を締め付ける。
【００２６】
　図１と図２の両方は、少なくとも１個の圧力要素３がセグメントとして実現されている
ことを示す。
【００２７】
　図１は、少なくとも１個の圧力要素３が、第１の圧力要素セグメント５と第２の圧力要
素セグメント４を有し、第１の圧力要素セグメント５が管１０の近くに配置され、第２の
圧力要素セグメント４が管１０に対して遠くに配置される実施形態を示している。
【００２８】
　図１、図２ではっきりとわかるように、第１と第２の圧力要素セグメント４、５は、互
いに当接するように配置され協働する接触面７を備え、この接触面７は管１０の長手方向
軸１４に対して所定の傾斜を有する。
【００２９】
　図１で、接触面７の傾斜は、管１０が矢印Ａの方向で引張り力を受けているとき、第１
の圧力要素セグメント５が管１０をよりしっかりと締め付けるようになされていることを
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【００３０】
　接触面７の傾斜は、管１０が矢印Ａの方向で前記引張り力を受けているとき、第２の圧
力要素セグメント４が支持壁９、１１に対して増加した力を及ぼすようにさらになされて
いる。
【００３１】
　上述のように、密封機構１２が、一方の側で支持壁９とセグメント化された圧力要素３
の間に、及び他方の側で管１０とセグメント化された圧力要素３の間に少なくとも部分的
に配置されるゴム製密封要素として設けられることが好ましい。
【００３２】
　図２は、第３の圧力要素セグメント６を備えて実施される本発明による連結装置の代替
の実施形態を示す。この第３の圧力要素６の第１の側面には、支持壁９があり、一方、こ
の第３の圧力要素セグメント６の第１の側面の反対側の第２の側面には、第１の圧力要素
セグメント５と第２の圧力要素セグメント４が設けられる。
【００３３】
　図１を参照して既に説明したように、接触面７の傾斜は、この実施形態でも、管１０が
矢印Ａの方向で引張り力を受けているとき、第１の圧力要素セグメント５が管をよりしっ
かりと締め付けるようになされている。この場合でもやはり、管１０が引張り力を受けて
いるとき、第２の圧力要素セグメント４は、支持壁９、１１に対して増加した力を及ぼす
が、ここでは部分的には第３の圧力要素セグメント６を介して及ぼす。
【００３４】
　図２は、第１の圧力要素セグメント５が第２の圧力要素セグメント４の移動を制限する
突起１５を有する別の好ましい実施形態を示す。
【００３５】
　図１及び図２の両方では、管１０を向いている面に摩擦増加面１３を備えるように第１
の圧力要素セグメント５が示されている。
【００３６】
　本発明の構成の中では、連結装置の構造は、添付の特許請求の範囲で明記される本発明
の精神から逸脱することなくいくつかの点で様々であってよい。
【００３７】
　例えば、摩擦増加面１３がはめ込み体として実施されてよく、あるいは代替的に、この
摩擦増加面１３が第１の圧力要素セグメント５の一体部分を形成してもよいことが当業者
には完全に明らかであろう。
【００３８】
　したがって、本発明による連結装置のいくつかの例示の実施形態による上述の説明は、
本発明に与えられるべき、添付の特許請求の範囲で明記される保護範囲に関して非限定的
であるものとして理解されなければならない。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
【図１】本発明による連結装置の基本的な実施形態を示す図である。
【図２】本発明による連結装置の代替の実施形態を示す図である。
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